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改善報告書 

 

令和 8年 7月 23日 

 

１．大学名：関東学園大学 

 

２．認証評価実施年度：令和 6（2024）年度 

 

３．「改善を要する点」の内容 

基準項目：2－1 

○経済学部経済学科の収容定員充足率が 0.7倍未満である点は、改善を要する。 

  

  

４．改善状況及び結果 

基準項目 2－1について 

認証評価を受審した令和 6（2024）年度以降の経済学部経済学科の収容定員充足の

状況については、令和 7（2025）年度の在籍学生数は対前年度比で 10.6％の減少、   

令和 8（2026）年度の在籍学生数は対前年度比で 8.3％の増加となっており、令和 8

（2026）年度の収容定員充足率は前年度に対して 3.7 パーセントポイント改善してい

る。令和 8（2026）年度の収容定員充足率の向上は、令和 8（2026）年度の経済学科入

学者数が対前年度比で 47.3％増加したことが大きな要因となっている。なお、「参考

意見」としての指摘があった経済学部経営学科の収容定員充足の状況については、令

和 7（2025）年度の在籍学生数は対前年度比で 5.0％の増加、令和 8（2026）年度の在

籍学生数は対前年度比で 1.4％の増加となっており、令和 8（2026）年度の収容定員充

足率は前年度に対して 1.1パーセントポイント改善している。 

本学では、募集施策として高校訪問、進学説明会への参加、個別学校見学会の実施、

オープンキャンパスの実施等に取り組んでおり、引き続き、高校生に本学のコンピテ

ンシー育成プログラムやデータサイエンス教育プログラムといった特色ある学びや、

アドミッションポリシーについての理解を深めてもらうよう努めていく。 

また、本学では学生の退学・除籍の防止に取り組んでおり、退学者・除籍者数を減

少させたことも収容定員充足率の向上に寄与している。今後も、本学学生の学びがよ

り充実したものとなるよう教育の質を高めるとともに、退学・除籍の防止に取り組ん

でいく。 

   

   

５．エビデンス（根拠資料）一覧 

基準項目 2－1の資料 

・経済学科在籍者数 

・収容定員充足率及び入学定員充足率 

・学科別退学除籍者数 
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改善報告書 

 

令和 8年 7月 23日 

 

１．大学名：関東学園大学 

 

２．認証評価実施年度：令和 6（2024）年度 

 

３．「改善を要する点」の内容 

基準項目：5－4 

○収容定員の未充足が続き、支出超過の状況が継続しているため、適切な在籍学生数の

確保に努めるなど、収支均衡に向けた改善が必要である。 

  

  

４．改善状況及び結果 

基準項目 5－4について 

本学は、収容定員の未充足が続き、支出超過の状況が継続しているため、適切な在

籍学生数の確保に努めるなど、収支均衡に向けた改善に取り組んでいる。 

令和 7（2025）年度の経済学部の退学者・除籍者数は対前年度比で 11.1％減少して

おり、令和 8（2026）年度の経済学部の在籍学生数は、対前年度比で 3.9％増加してい

る。また、学納金の必要な改定を実施しており、学生生徒等納付金収入は増加してい

るが、収支均衡のために必要な収入増加には至っていない。なお、外部資金の導入に

ついては、研究に関する外部資金等の獲得に継続して取り組んでおり、科研費の採択

件数は前年度より増加した。 

本学では、事業計画に基づき、令和 7（2025）年度を初年度とする「中期財務計画

（2025 年度～2029 年度）」を策定しており、毎年度これらの計画に基づいた予算計画

を作成し、財務運営を行なっている。なお、事業計画、財務計画及び予算計画につい

ては、適宜必要な見直しを行ない、支出の適切な抑制と削減に努めている。大学の基

本金組入前当年度収支差額の支出超過の状態は、各年度の当初予算との対比で、令和

6（2024）年度決算では 33.8％改善、令和 7（2025）年度決算では 28.3％改善した。令

和 8（2026）年度予算では、令和 7（2025）年度決算に対して 5.8%改善しており、支出

超過の縮減という改善傾向にある。 

資産構成については、引き続き法人全体で長期・短期借入金はなく、純資産構成比

率が高い健全な財務状況を維持しており、教育研究目的を達成するための財源は確保

された状態にある。 

 今後も、適切な在籍学生数の確保に努め、早期の収支均衡を図っていく。 

   

   

５．エビデンス（根拠資料）一覧 

基準項目 5－4の資料 
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 ・令和 6 年度～令和 8年度の推移 

令和 6年度計算書類（事業活動収支計算書、貸借対照表）（一部抜粋）  

令和 7年度計算書類（事業活動収支計算書、貸借対照表）（一部抜粋） 

2026年度予算書（事業活動収支予算書）（一部抜粋） 

授業料等諸納付金 

科研費採択状況 

 


